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情報公開答申第１２７号                               

答   申 

 

第１ 山口県情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）の結論 

   山口県警察本部長（以下「実施機関」という。）が令和５年（2023年）１月２５日

付け山口警監第４２号で行った公文書部分開示決定（以下「本件処分」という。）は、

別表に掲げる部分は開示すべきであるが、その余の判断は妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 公文書の開示請求 

  審査請求人は、令和４年１２月２６日付けで実施機関に対し、山口県情報公開条例

（平成９年山口県条例第１８号。以下「条例」という。）第６条の規定により、「令

和４年７月２６日山口警監第２５１号で部分開示のあったものについて、平成３０年

２月２０日付けにかかる第３回弁論準備手続調書から第１３回のものまでの計５８枚」

の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

 

２ 公文書の特定 

実施機関は、本件請求に係る公文書（以下「本件公文書」という。）として、以下

２４件を特定した。 

 

文書１ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３０年２月２０

日付け） 

  文書２ 第３回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも

の） 

   文書３ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３０年４月１７日 

付け） 

   文書４ 第４回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも

の） 

   文書５ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３０年７月９日付

け） 

   文書６ 第５回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも 

の） 

   文書７ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３０年９月１８日

付け） 

   文書８ 第６回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも 

の） 

   文書９ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３０年１２月１０

日付け） 

   文書１０ 第７回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも

の） 
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  文書１１ 事務連絡（ファクシミリ用）（平成３０年１２月２５日付け） 

   文書１２ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３１年２月１日 

付け） 

   文書１３ 第８回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも

の） 

   文書１４ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（平成３１年４月１２ 

日付け） 

   文書１５ 第９回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成したも

の） 

   文書１６ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（令和元年６月１４日 

付け） 

   文書１７ 第１０回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成した 

もの） 

   文書１８ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（令和元年８月２０日 

付け） 

  文書１９ 第１１回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成した

もの） 

  文書２０ 争点整理案（暫定）（山口地方裁判所作成のもの） 

  文書２１ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（令和元年１１月２５

日付け） 

   文書２２ 第１２回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成した

もの） 

  文書２３ 損害賠償請求事件の弁論準備手続の結果について（令和元年１２月１８

日付け） 

  文書２４ 第１３回弁論準備手続調書（訴訟手続の経過について裁判所が作成した

もの） 

 

３ 実施機関の処分 

実施機関は、上記２の公文書について、令和５年１月２５日付で本件処分を行う

とともに、その旨を審査請求人に通知した。 

 

 ４ 審査請求 

   審査請求人は、本件処分を不服として、令和５年２月７日付けで行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づく審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件処分の取消しを求めるというものである。 
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 ２ 審査請求の理由 

 （省略） 

 

３ 実施機関の理由説明に対する意見 

  （省略） 

 

第４ 実施機関の説明要旨（弁明書より） 

（省略） 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件公文書について 

   本件公文書は、上記第２のとおり、実施機関が当事者となった損害賠償請求事件に

関する文書であり、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書等であって、

当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの

であることから、条例第２条第２項に規定する「公文書」に該当する。 

 

２ 条例第１１条各号（非開示事由）の該当性について 

 （１）条例第１１条について 

   ア 第２号について 

  条例第１１条は、実施機関は、第２号に規定する「個人に関する情報（事業

を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって､特定の個人が識別され、

又は識別され得るもの」は開示しないことができるとしている。 

これは、プライバシーの具体的な範囲が明確でないので、明白にプライバシー

と考えられるものはもとより、プライバシーであるかどうか不明確なものも含め

て、個人に関する情報を原則的に非開示とすることを定めたものであるが、特定

の個人が識別され、又は識別され得る情報であっても、従来から公開されていた

もの及び公益上公開することが必要と認められるものがあることから、同号イか

らニまでに規定する情報については、開示することとされている。 

     また、条例第１１条第２号に係る運用として、「氏名等を削除したとしても、

公文書のそれ以外の情報から、又はそれ以外の情報と容易に取得し得る他の情報

とを照合することにより、特定の個人が推測できるものについては、当該公文書

のそれ以外の情報も開示しない」とされている。 

 

   イ 第３号について 

  条例第１１条は、実施機関は、第３号に規定する「法人その他の団体（以下

「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報

であって、公開することにより、当該法人等又は当該個人に不利益を与えるおそ

れがあるもの」は開示をしないことができるとしている。 

これは、原則として法人等又は事業を営む個人の事業活動の自由を保障しよう

とする趣旨である。 
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しかし、公益上公開することが必要と認められるものがあることから、同号イ

からハまでに規定する「法人等又は個人の事業活動によって生ずる危害から人の

生命、身体又は健康を保護するため、公開することが必要であると認められる情

報」、「法人等又は個人の違法又は不当な事業活動によって生ずる支障から人の

生活を保護するため、公開することが必要であると認められる情報」及び「イ又

はロに掲げる情報に準ずる情報であって、公開することが公益上必要であると認

められるもの」については、開示をしないことができる情報から除くこととされ

ている。 

なお、「当該事業に関する情報」とは、営利を目的とするかどうかを問わず、

事業内容、事業資産、事業所得等事業活動に関する一切の情報をいい、「不利益

を与えるおそれがあるも」に該当する情報の典型的なもの及び具体例としては、

販売上のノウハウに関する情報として顧客名簿や新製品の販売計画書、工場設備

投資計画書などが、信用上不利益を与える情報として不祥事件報告書などが、人

事等専ら法人の内部管理の情報として内部監査実施状況報告書などが考えられて

いる。 

また、「危害」とは、現に発生しているか、将来発生するであろうことが確実

である人の生命等に対する危険及び損害をいい、「保護する」とは、未然防止、

排除、拡大防止又は再発防止をいい、「イ又はロに掲げる情報に準ずる情報」と

は、生活環境、自然環境の破壊等に関する情報をいうものと考えられている。 

 

   ウ 第５号について 

条例第１１条は、実施機関は、第５号に規定する「県の機関（県が設立した 

地方独立行政法人を含む。以下同じ。）又は国等の機関（県の機関を除く。以

下同じ。）の事務又は事業に係る意思形成の過程において行われる県の機関の

内部若しくは相互間又は県の機関と国等の機関との間における審議、調査、研

究、協議等に関する情報であって、公開することにより、当該事務若しくは事

業又は将来の同種の事務若しくは事業に係る意思形成に著しい支障が生ずるお

それがあるもの」は開示しないことができるとしている。 

これは、県の機関又は国等の機関の事務又は事業に係る意思形成に著しい支

障が生ずるおそれのある情報を非開示とすることを定めたものであり、例えば、

行政内部で審議中の案件又は内容の正確性の確認を終了していない資料等で、

公開することにより、県民に無用の誤解を与え、又は無用の混乱を招くおそれ

がある情報、行政内部の会議、意見交換の記録等で、公開することにより、行

政内部の自由な意見又は情報の交換が妨げられるおそれがある情報等が該当す

るとされている。 

また、「意思形成の過程」とは、特定の事務又は事業における個々の決定手

続等が終了するまでの過程のほか、当該事務又は事業が複数の決定手続等を要

する場合には、当該事案に係る全体としての最終的な意思決定が終了するまで

の過程をいうとされている。 

なお、「著しい支障が生ずるおそれ」があるかどうかについては、実施機関
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の裁量をできるだけ限定しようとする趣旨から、単なる「支障」では足りず、

また、「おそれ」の有無及び程度についても客観的、具体的に判断しなければ

ならず、適用に当たっては、「原則開示」の趣旨を踏まえて、いたずらに拡大

解釈するなど恣意的な運用を行うことのないよう十分留意しなければならない

としている。 

    

   エ 第６号について 

条例第１１条は、実施機関は、第６号に規定する「県の機関又は国等の機関が

行う検査、監査、取締り等の計画又は実施細目、争訟又は交渉の方針その他の事

務又は事業に関する情報であって、当該事務又は事業の性質上、公開することに

より、当該事務若しくは事業の実施の目的を失わせ、又は当該事務若しくは事業

の円滑な実施を著しく困難にするおそれがあるもの」は開示をしないことができ

るとしている。 

ここで、「検査、監査、取締り等の計画又は実施細目」とは、立入検査、指導

監査、漁業取締、税務調査、各種の監視・巡視等の事務又は事業における計画や

その方針、内容等の情報をいい、「その他の事務又は事業に関する情報」とは、

県の機関又は国等の機関が行う一切の事務又は事業に関する情報をいい、「円滑

な実施を著しく困難にする」とは、経費が著しく増大し、又は実施の時期が大幅

に遅れること、反復継続される同種の事務又は事業の実施が著しく困難になるこ

となどをいうとされており、実施の目的を失わせる情報の具体例としては、漁業

法、食品衛生法、建築基準法等の違反に対する取締りに関する情報や社会福祉施

設の指導監査に関する調査書などが考えられている。 

なお、「著しく困難にするおそれ」があるかどうかについては、実施機関の裁

量をできるだけ限定しようとする趣旨から、単なる「困難」では足りず、また、

「おそれ」の有無及び程度についても客観的、具体的に判断しなければならず、

適用に当たっては、「原則開示」の趣旨を踏まえて、いたずらに拡大解釈するな

ど恣意的な運用を行うことのないよう十分留意しなければならないとしている。 

 

 （２）判断 

    審査会において、本件公文書をインカメラ審理により実際に見分し、実施機関

が非開示とした部分の情報が条例第１１条各号に該当するかを検討したところ、

以下の通りであった。 

 

ア 条例第１１条第２号該当性について 

 ① 文書１ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載さ

れていることを確認した。 

また、「見出し」、「事件名等の１行目」、「７ その他」、に個人を識

別し得る情報が記載されていることを確認した。これらの情報は、条例第 

１１条第２号に該当し、非開示が妥当である。 
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一方で、「日時、場所」、「次回期日」、「別添「手続きの状況」欄の２

２、２８行目」の非開示部分に記載されている情報については、開示しても

個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ② 文書２ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載され

ていることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に、事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職

員の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被告」欄の１行目

の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得るこ

とは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ③ 文書３ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載 

されていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が

記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添３頁目「手続きの状

況」」欄の２６、２８行目の非開示部分に記載された情報については、開示

しても個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ④ 文書４ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載され

ていることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に、事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職

員の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被告」欄２の１行

目、「原告」欄２の１行目の非開示部分に記載された情報については、開示

しても個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 
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     ⑤ 文書５ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載 

されていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が

記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添３頁目「手続きの状

況」」欄の３、４行目の非開示部分に記載された情報については、開示して

も個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ⑥ 文書６ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載され

ていることを確認した。 

       また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職

員の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被告」欄２の１行

目、「原告」欄２の１行目、「当事者双方」欄の１行目の非開示部分に記載

された情報については、開示しても個人を識別し得ることは困難と考えられ

るため、開示が妥当である。 

 

     ⑦ 文書７ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載 

されていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が

記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続きの状況」」欄

の下から３及び２行目の非開示部分に記載された情報については、開示して

も個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ⑧ 文書８ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載され

ていることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職 
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員の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原告」欄２の１行

目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得る

ことは困難と考えられるため、開示が妥当である。        

 

     ⑨ 文書９ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載 

されていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目個人を識別し得る情報が記

載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続きの状況」」欄

の、１頁目の５、２１、２３、３１、３７行目と、２頁目の３、５～７行目

の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得るこ

とは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

     ⑩ 文書１０ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載され

ていることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職

員の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原告」欄３の１行

目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得る

ことは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

        

     ⑪ 文書１１ 

「事件番号」欄、「原告」欄、「本文」１行目、本文下方のメモ書き部 

分、（別紙）の非開示部分に、個人を識別し得る情報が記載されていること

を確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

     

⑫ 文書１２ 

       「決裁印欄のうち係員」欄に、警部補以下の警察職員の印影が記載されてい
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ることを確認した。 

また、「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影

が記載されていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が

記載されていることを確認した。 

また、「別添「手続きの状況」」欄の、１頁目の１６、１９、２２行目に

個人を識別し得る情報が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、と、「別添「手続きの状

況」」欄の２頁目の１４行目の非開示部分に記載された情報については、開

示しても個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当であ

る。 

 

    ⑬ 文書１３ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

          また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員

の氏名が記載されていることを確認した。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被告」欄の１行目の

非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得ることは

困難と考えられるため、開示が妥当である。 

   

    ⑭ 文書１４ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載さ 

れていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が記

載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続きの状況」」欄の

１９、２１行目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を

識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

     

⑮ 文書１５ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員
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の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原告」欄２の１行目

の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得ること

は困難と考えられるため、開示が妥当である。 

   

    ⑯ 文書１６ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載さ 

れていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が記

載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続きの状況」」欄の

３５、３７行目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を

識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

      

⑰ 文書１７ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員

の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被告」欄２の１行目

の非開示部分に記載された情報については、開示しても個人を識別し得ること

は困難と考えられるため、開示が妥当である。 

    

    ⑱ 文書１８ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載さ 

れていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が

記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当で

ある。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続きの状況」」欄

の３６、３７行目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個

人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 
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⑲ 文書１９ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

      また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員

の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄の非開示部分に記載され

た情報については、開示しても個人を識別し得ることは困難と考えられるた

め、開示が妥当である。 

    

    ⑳ 文書２０ 

１頁目の１行目、２頁目の１１～１３行目、６頁目の２１行目に個人を識別

し得る情報が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

 

㉑ 文書２１ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載され

ていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が記

載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添２頁目「手続きの状

況」」欄の８、９行目の非開示部分に記載された情報については、開示しても

個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

    ㉒ 文書２２ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員

の氏名が記載されていることを確認した。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原告」欄の 1 行目、

「被告」欄の１行目の非開示部分に記載された情報については、開示しても個   

人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。       
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    ㉓ 文書２３ 

「作成者の記名押印」欄に、警部補以下の警察職員の氏名及び印影が記載さ 

れていることを確認した。 

また、「見出し」欄、「事件名等」欄の１行目に個人を識別し得る情報が記

載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添２頁目「手続きの状

況」」欄の３３、３５行目の非開示部分に記載された情報については、開示し

ても個人を識別し得ることは困難と考えられるため、開示が妥当である。 

 

    ㉔ 文書２４ 

受命裁判官及び裁判所書記官の押印欄に、それぞれ個人の印影が記載されて

いることを確認した。 

また、「事件の表示」欄に事件番号が記載されていることを確認した。 

また、「出頭した当事者等の被告指定代理人」欄に、警部補以下の警察職員

の氏名が記載されていることを確認した。 

これらの情報は、いずれも条例第１１条第２号に該当し、非開示が妥当であ

る。 

一方、「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄の非開示部分に記載され

た情報については、開示しても個人を識別し得ることは困難と考えられるた

め、開示が妥当である。 

      

   イ 条例第１１条第３号該当性について 

     文書１１ 

     「回答者氏名」欄に、原告争訟代理人弁護士の押印の印影が記載されているこ

とを確認した。 

この情報は、事業を営む個人である原告争訟代理人弁護士の当該事業に関す

る情報であり、押印の印影が模倣されることにより、当該個人に不利益を与え

るおそれがあることから、条例第１１条第３号に該当し、かつ、同号イ、ロ、

ハ、ニのいずれにも該当しないため、非開示とすることが妥当である。 

 

   ウ 条例第１１条第５号該当性について 

    ① 文書１ 

「６ 裁判後における弁護士との協議結果（概要）」欄に、争訟事務に関す 

る訴訟代理人との協議等の内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ② 文書３ 

「６ 裁判後における弁護士との協議結果（概要）」欄に、争訟事務に関す 

る訴訟代理人との協議等の内容が具体的に記載されていることを確認した。 
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    ③ 文書９ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ④ 文書１２ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ⑤ 文書１４ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ⑥ 文書１６ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ⑦ 文書１８ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ⑧ 文書２１ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

 

    ⑨ 文書２３ 

「６ 期日後弁護士協議」欄に、争訟事務に関する訴訟代理人との協議等の 

内容が具体的に記載されていることを確認した。 

   

上記の非開示とした部分の情報は、いずれも争訟事務に関する訴訟代理人との 

具体的な協議等にかかる情報であることから、公開することにより、争訟事務に

係る意思形成に著しい支障が生じる恐れがあると認められることから、非開示と

することが妥当である。 

 

   エ 条例第１１条第６号該当性について 

実施機関は、文書２、文書４、文書６、文書８、文書１０、文書１３、文書  

１５、文書１７、文書１９、文書２２、文書２４において、それぞれ受命裁判

官及び裁判所書記官の印影に係る情報が、条例第１１条第６号に該当するとし

ているが、これらの情報は、上記アのとおり、条例第１１条第２号に該当する

ことから、条例第１１条第６号該当性について判断するまでもなく、非開示が

妥当である。 
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     また、実施機関は、文書１、文書３の「６ 裁判後における弁護士との協議結

果（概要）」欄及び、文書９、文書１２、文書１４、文書１６、文書１８、文

書２１、文書２３の「６ 期日後弁護士協議」欄の争訟事務に関する訴訟代理

人との協議等の内容に係る情報が、条例第１１条第６号に該当するとしている

が、これらの情報についても、上記イのとおり、条例第１１条第５号に該当す

ることから、条例第１１条第６号該当性について判断するまでもなく、非開示

が妥当である。 

 

３ 結論 

以上の理由により、第１の審査会の結論のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の審査経過等 

別紙のとおり 
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別表（審査会が開示すべきと判断した部分）  
公文書の件名 審査会が開示すべきと判断した部分 

文書１ 

  

損害賠償請求事件の弁論準

備手続の結果について（平

成３０年２月２０日付け） 

「日時、場所」、「次回期日」、「別添「手続きの状

況」欄の２２、２８行目」の非開示部分 

 

文書２ 第３回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被

告」欄の１行目の非開示部分 

文書３ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（平成３

０年４月１７日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添３頁目

「手続きの状況」」欄の２６、２８行目の非開示部分 

文書４ 第４回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被

告」欄２の１行目、「原告」欄２の１行目の非開示部

分 

文書５ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（平成３

０年７月９日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添３頁目

「手続きの状況」」欄の３、４行目の非開示部分 

文書６ 第５回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被

告」欄２の１行目、「原告」欄２の１行目、「当事者

双方」欄の１行目の非開示部分 

文書７ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（平成３

０年９月１８日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続き

の状況」」欄の下から３及び２行目の非開示部分 

文書８ 第６回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原

告」欄２の１行目の非開示部分 

文書９ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について(平成 

３０年１２月１０日付け) 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続き

の状況」」欄の、１頁目の５、２１、２３、３１、３

７行目と、２頁目の３、５～７行目の非開示部分 

文書１０ 第７回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原

告」欄３の１行目の非開示部分 

文書１２ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（平成 

３１年２月１日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、と、「別添「手

続きの状況」」欄の２頁目の１４行目の非開示部分 

文書１３ 第８回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被

告」欄の１行目の非開示部分 
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文書１４ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（平成 

３１年４月１２日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続き

の状況」」欄の１９、２１行目の非開示部分 

文書１５ 第９回弁論準備手続調書（訴

訟手続の経過について裁判所

が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原

告」欄２の１行目の非開示部分 

文書１６ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（令和元

年６月１４日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続き

の状況」」欄の３５、３７行目の非開示部分 

文書１７ 第１０回弁論準備手続調書

（訴訟手続の経過について裁

判所が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「被

告」欄２の１行目の非開示部分 

文書１８ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（令和元

年８月２０日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添「手続き

の状況」」欄の３６、３７行目の非開示部分 

文書１９ 第１１回弁論準備手続調書

（訴訟手続の経過について裁

判所が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄の非開示

部分 

文書２１ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（令和元

年１１月２５日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添２頁目

「手続きの状況」」欄の８、９行目の非開示部分 

文書２２ 第１２回弁論準備手続調書

（訴訟手続の経過について裁

判所が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄、「原

告」欄の1行目、「被告」欄の１行目の非開示部分 

文書２３ 損害賠償請求事件の弁論準備

手続の結果について（令和元

年１２月１８日付け） 

「日時、場所」欄、「次回期日」欄、「別添２頁目

「手続きの状況」」欄の３３、３５行目の非開示部分 

文書２４ 第１３回弁論準備手続調書

（訴訟手続の経過について裁

判所が作成したもの） 

「期日」欄、「場所等」欄、「指定期日」欄の非開示

部分 
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別紙 

審査会の審査経過等 

年  月  日 経         過 

令和５年  ５月１１日 実施機関から諮問を受けた。 

令和６年  ３月２３日 事案の審議を行った。 

令和７年  １月２４日 事案の審議を行った。 

令和７年  ３月２４日 事案の審議を行った。 

令和７年  ５月２３日 事案の審議を行った。 
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（参考） 

山口県情報公開・個人情報保護審査会第一部会員名簿 

（五十音順・敬称略）    

 氏  名 役 職 名 備  考 

沖 本  浩 弁護士 第一部会部会長 

古 林 照 己 公認会計士  

服 部 麻理子 獨協大学教授 第一部会 部会長職務代理者 

（令和７年５月２３日現在）   

 


